
 

田村市保育所等給食調理業務委託に係る 

プロポーザル実施要領 

 

１ 業務の趣旨 

田村市保育所等給食調理業務委託に係るプロポーザル実施要領は、田村市保育所等給食調理業務

に関し、調理能力、衛生管理、経済性など様々な観点で質の高い提案を求め、その内容並びに事業

者の能力・実績等を総合的に判断し本業務に最も適した給食調理業者を選定するため、必要な事項

を定めるものである。 

 

２ 業務の概要 

 (1)業務名 

  田村市保育所等給食調理業務（以下「業務」という。） 

(2)業務場所 

  大越こども園（大越町上大越字水神宮167-1） 

  都路こども園（都路町古道字遠下前80） 

  常葉保育所（常葉町常葉字舘1-9） 

  滝根保育所（滝根町神俣字関場145） 

(3)業務内容  

  別紙、田村市保育所等給食調理業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）のとおりとする。 

(4)業務期間 

  令和7年4月1日～令和10年3月31日（3年間） 

 (5)提案限度額 

   120,000,000円以内（消費税及び地方消費税に相当する額を含む。） 

 

３ プロポーザル参加資格要件 

プロポーザルに参加できる事業者は、次に掲げる要件を満たしているものとする。なお、業務 

の全部又は主要な業務を一括して第三者に再委託してはならない。 

(1)地方自治法施行令（昭和22年政令第16号)第167条の4の規定に該当しないこと。 

(2)田村市暴力団排除条例（平成24年田村市条例第3号）第2条第1号、第2号及び第3号に掲げる者 

でないこと。 

(3)田村市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱(平成20年田村市告示第140号)に該当 

しないこと。 

(4)会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立又は民事再生法(平成11年

法律第225号)に基づく再生手続開始若しくは再生手続き開始の申立がなされていないこと。 

(5)国税及び地方税を滞納している者でないこと。 

(6)令和5・6年度田村市入札参加資格者名簿に登録されている者とし、有資格業者に対する指名

停止に関する要綱（平成19年田村市告示第32号）による指名の停止を受けていない者である

こと。 

 



 

(7)次の①から③の全てを満たす給食調理業者であること。 

①市との連絡・調整が速やかに行えるように、福島県内に本社、支社、事業所のいずれかを 

本委託業務開始までに有していること。 

②参加申込書提出時に、福島県内にて 3施設以上の保育所又はこども園における給食調理業

務実績を有していること。（公立・民間を問わない） 

③過去 3年以内に食品衛生法の営業停止処分を受けていない者。 

 

４ スケジュール（予定） 

項  目 日  程 

公募開始（プロポーザル公告） 令和6年12月18日(水) 

参加申込書の提出期限 令和7年 1月10日(金) 午後5時まで 

参加資格確認結果の通知 令和7年 1月16日(木) 

現地説明会 令和7年 1月21日(火) 

質問書の提出期限 令和7年 1月24日(金)  午後5時まで 

質問書への回答 令和7年 1月28日(火)  

企画提案書の提出期限 令和7年 2月 7日(金) 午後5時まで  

企画提案書・プレゼンテーション審査 令和7年 2月18日(火)  

審査結果通知 令和7年 2月20日(木) 

見積書の提出期限（最優秀提案者） 令和7年 3月 5日(水) 

契約締結 令和7年 3月 5日以降で市が指定する日 

※応募状況その他の理由により、日程が変更になる場合あり。 

 

５ 参加申込書等の提出 

(1)提出期限 令和7年1月10日（金）午後5時（必着） 

(2)提出先  「１４ 窓口・問合せ先」のとおり 

 (3)提出書類 

①参加申込書（様式1） 

②参加資格要件確認書（様式2） ※納税証明書を添付 

③法人概要書（様式3） 

④法人実績調書（様式4） ※実績を証明する書類を添付すること 

⑤履歴事項全部証明書（3ヶ月以内のもの） 

※指定様式は、件数等の制限があるもの以外は適宜、行・欄・ページの追加を可とする。 

(4)提出部数 各7部（正本1部、副本6部） 

(5)提出方法 持参又は郵送（簡易書留等の配達記録が残る方法を利用）に限る。 

なお、持参する場合は、月曜日から金曜日（祝日は除く。）の午前8時30分から午 

後5時までとする。また、郵送中の事故に伴う損害に関し、本市は一切の責任を負 

わない。 

 



 

(6)参加資格確認結果の通知及び企画提案書の提出要請 

参加資格確認結果通知日 令和7年1月16日（木） 

参加申込書に記載された連絡先メールアドレスに電子メールによ 

り通知する。 

また、確認結果通知前の問い合わせには応じないものとする。 

 

６ 現地説明会の開催 

 (1)開催日  令和7年1月21日（火） 

 (2)場所   業務場所のうち、2施設（別途参加者へ通知） 

(3)参加申込 説明会への参加を希望する場合は、現地説明会参加申込書（様式5）に記載の上、 

電子メールで送付し、電話で必ず着信確認を行うこと。 

 (4)申込期限  令和7年1月17日（金） 

 (5)出席者数 出席者は、1事業者につき3名までとする。 

 (6)申込先  「１４ 窓口・問合せ先」のとおり 

※開催時間及び場所については、参加社数に応じて調整を行うため、別途参加者へ現地説明会参 

加申込書に記載された連絡先メールアドレスに電子メールにより通知する。 

 

７ 質問の受付及び回答 

(1)提出期限 令和7年1月24日（金）午後5時（必着） 

(2)提出先  「１４ 窓口・問合せ先」のとおり 

(3)提出方法 質問書（様式6）に質問事項を記載のうえ、電子メールで送付し、電話で必ず着信

確認を行うこと。 

(4)回答方法 令和7年1月28日（火）までに、田村市ホームページ上で回答内容を公表する。 

       ※個別の回答は行わない。 

(5)注意事項 質問内容は、実施要領及び仕様書に関することに限る。他の提案者の状況、その 

他本業務の実施に必要ない質問には回答しない。 

また、電話による質問には応じない。 

 

８ 企画提案書等の提出 

(1)提出期限 令和7年2月7日（金）午後5時（必着） 

(2)提出先  「１４ 窓口・問合せ先」のとおり 

(3)提出書類 

① 企画提案書（様式7） 

② 法人概要 

 ア 給食調理業務の目的と理解 

イ 経営状態の健全性 

③ 受託実績 

 ア 法人全体の受託実績 

イ 県内の受託実績 



 

④ 人員配置 

 ア 地元採用 

イ 職種別予定人員配置  ※仕様書「９ 人員配置」に基づき作成すること。 

⑤ 給食調理 

 ア 食事サービス向上のための提案 

イ 食育に対する考え方 

ウ 食物アレルギー対応食への対応 

⑥ 衛生管理 

ア 具体的で専門的な衛生管理体制 

イ 異物混入防止への対応 

⑦ 管理・教育体制 

ア 労働管理体制 

 イ 社員の研修方法・内容 

⑧ 緊急時の対応 

ア 事故・災害発生時の対応 

⑨ 田村市との連携 

    ア 施設及びこども未来課との連携 

   ⑩ 見積額について 

ア 見積書 

  ※見積書には業務明細を記載し、法人の所在地、名称及び代表者名を記入し、代表者印を

押印すること。 

また、人件費、被服衛生費、消耗品費、管理費等の内訳を詳細に記載すること。 

   

   ※1 上記の用紙はA4判縦、片面印刷15枚以内とし文字サイズは11ポイント以上とする。 

※2  上記②から⑩までの用紙は任意様式とする。 

  ※3 上記①から⑩までの順序で製本し、目次、インデックスを付け、会社等の名称を記載し 

てフラットファイル（A4）に左綴じすること。 

 

(4)提出部数 各7部（正本1部、副本6部） 

(5)提出方法 持参又は郵送（簡易書留等の配達記録が残る方法を利用）に限る。 

なお、持参する場合は、月曜日から金曜日（祝日は除く。）の午前8時30分から午

後5時までとする。また、郵送中の事故に伴う損害に関し、本市は一切の責任を負

わない。 

(6)留意点 

①提案書は、1事業者につき1提案とする。 

②提出期限後における企画提案書等の内容変更、差替え又は再提出は不可。 

③前記「３ プロポーザル参加資格要件」を満たさなくなった場合、無効とする。 

 

 



 

９ 参加辞退届 

参加申込書の提出後に辞退する場合は、参加辞退届（様式8）を持参又は郵送により提出する 

こと。なお、郵送の場合は、その旨を電話連絡すること。 

 

１０ 提案者の審査 

(1) 審査体制 「田村市保育所等給食調理業務委託に係るプロポーザル審査委員会」で定めた 

評価基準に沿って審査し、最も評点の高い提案者を最優秀提案者に選定する。 

ただし、最高得点が複数ある場合は、審査委員の多数決により決定する。 

(2) 審査方法 企画提案書等提出書類及びプレゼンテーションを総合的に評価するものとし、 

参加事業者が1事業者の場合でも、この方法により審査する。 

審査の結果、審査合計点数が基準点（全体の6割）に満たない場合は、選定し   

ない。 

 (3) 審査基準  

審査項目及び配点 評価の視点 

1.法人の概要 

（10点） 

給食調理業務の目的と理解 

 

給食への理解と食事サービス業務の展

開力 

経営状態の健全性 
損益計算書・賃借対照表で経営内容の確

認 

2.受託実績 

（10点） 
受託実績 

・受託実績によるノウハウの活用 

・緊急時・欠員時の対応 

3.人員配置 

（15点） 

地元採用 地元からの採用について 

職種別予定人員配置 保育所等の給食経験者の配置 

4.給食調理 

（30点） 

食事サービス向上のための提案 食事サービスをより高めるための提案 

食育に対する考え方 児童の食育を推進する具体的な取組み 

食物アレルギー対応食への対応 
アレルギー事故を防止するための具体

的な取組み 

5.衛生管理 

（20点） 

具体的で専門的な衛生管理体制

及び異物混入防止への対応 

・従業員の健康管理、衛生検査体制、食

中毒対策 

・異物混入防止のための具体的な取組み 

6.管理・教育体制 

（10点） 

労働管理体制や社員の研修方

法・内容 

・従業員定着のための取組み 

・専門の教育体制 

7.緊急時の対応 

（10点） 
事故・災害発生時の対応 

事故・災害発生時の迅速な対応が可能な

体制・具体策 

8.田村市との連携 

（5点） 
施設及びこども未来課との連携 施設及びこども未来課との連携体制 

9.見積額について 

（10点） 
委託料（見積額）の妥当性 委託料（見積額）の積算 

 



 

(4) プレゼンテーション 

  ①実施日  令和7年2月18日(火) 

なお、実施時間・場所は、別途参加者に通知する。 

②実施時間 １事業者につきプレゼンテーション20分以内、その後、質疑応答の時間を10分 

程度設ける。 

③出席者数 出席者は、1事業者につき3名までとする。 

④注意事項 

ア 企画提案書に基づいて説明することとし、プロジェクターを使用する場合、プロジェク 

ター及びスクリーンは市で準備するが、パソコン及びプロジェクターに接続するコード 

等は持参すること。なお、追加資料（スライドを含む）の使用及び配布は認めない。 

イ 本プロポーザルに参加する経費等は、全て参加事業者の負担とする。 

ウ 提出した書類の修正又は変更は、一切認めないものとする。 

エ 提出書類に記載された担当者等は、原則として変更できない。ただし、病気や事故、退 

職等やむを得ない事情により変更する場合は、その限りではない。 

オ 提出された提案書等書類の一式は、一切返却しないものとする。 

(5) 審査結果の通知及び公表 

 審査結果は、審査終了後速やかにすべての企画提案者に書面で通知する。あわせて、最優

秀提案者の名称を田村市ホームページ上で公表する。なお、該当者がいない場合もその旨、

公表する。また、審査結果に対する異議申立てには応じない。 

 

１１ 契約 

(1)仕様書の協議等 

最優秀提案者に選定された事業者は、仕様書及び企画提案書等の内容を基に市と協議し、委 

託契約に係る仕様を確定した上で契約を締結する。 

(2)契約金額の決定 

  契約金額は、協議結果に基づき仕様書を作成し、これに基づき改めて見積書を徴取し決定す

る。 

 (3)その他 

   契約候補者と市との間で行う協議が整わない場合、又は契約候補者が契約を辞退した場合は、

審査結果において総合評価が次点であった応募者と協議する。 

 

１２ 参加事業者の失格又は無効 

次のいずれかに該当する場合は、失格又は無効とする。 

(1)参加資格の要件を満たさなかった場合。 

(2)提出期限までに必要書類が提出されなかった場合。 

(3)提出した書類に虚偽の記載があった場合。 

(4)審査の公平性に影響を与える行為があったと認められる場合。 

(5)見積額が提案限度額を超えている場合。 

(6)上記(1)から(5)に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為など、市長が失

格とすることが適当であると認めた場合。 



 

１３ その他留意事項 

(1) 本プロポーザルにおいて使用する言語及び通貨並びに単位は、日本語、日本国通貨、日本

の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）とする。 

(2) 参加者は、参加申込書の提出をもって、本実施要領等の内容に同意したものとみなす。 

(3) 天災その他やむを得ない事由によりプロポーザルを実施することが出来ないと認められる

ときは、本プロポーザルを延期し、若しくは中止し、又は決定を取り消すことがある。こ

の場合において、本プロポーザルに要した費用は本市に請求することはできない。 

 

１４ 窓口・問合せ先 

   田村市保健福祉部こども未来課 （担当：こども育成係 坪井・宗像） 

   〒963-4393 福島県田村市船引町船引字畑添７６番地２ 

電話 0247-82-1000   FAX 0247-82-4555  E-mail kodomo@city.tamura.lg.jp 
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